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研究成果の概要（和文）： 

等価線形化と線形応答スペクトル低減化に基づき、スリップ型復元力特性をもつ構造に線形
および非線形の粘弾性ダンパーを用いた場合の地震応答予測法および簡易な制振設計法を提案
した。すなわち、スリップ要素と粘弾性要素の並列する一質点系を考え、応答のランダム性や
スリップ型復元力の複雑な履歴特性を考慮し、塑性化によるシステムの固有周期や減衰定数の
変化を定式化した。これに基づき、この一質点系の地震最大応答予測法を提案した。 

 

研究成果の概要（英文）： 
A seismic peak response evaluation method for slip-hysteretic structure having a 

linear/nonlinear viscoelastic damper is proposed. Formulations to estimate equivalent 
vibration period and equivalent damping ratio of the slip-hysteretic structure subjected 
to random excitation are presented. The peak response evaluation method is based on 
equivalent linearization as well as spectrum modification and reduction, reflecting 
increase in equivalent vibration period and equivalent damping ratio. 
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１．研究開始当初の背景 

兵庫県南部地震以降、戸建住宅への粘弾性
ダンパーの適用事例が増えた。しかし粘弾性
ダンパーを用いる場合、以下に挙げる問題点
を解決する必要があった。 

 
（１）静的な地震外力に対して充分な保有耐
力を確保するのが従来の耐震設計である。こ
れに対して、粘弾性ダンパーは速度依存性が

あり、静的設計に対応する方法が確立されて
いないことが挙げられる。住宅の場合にも、
時刻歴解析に依存し過ぎない、簡易な応答評
価手法や設計手法が必要である。制振構造の
設計について、等価線形化をはじめ多様な手
法が提案されている一般の中・高層建物では、
主架構の復元力特性は線形またはバイリニ
ア型の復元力を示す場合に限られていると
言ってよい。これに対して、戸建住宅の主架
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構がもつ復元力特性は、鉄骨系、木質系によ
らずスリップ型が大半である。このようなス
リップ型の復元力特性をもつ構造の制振設
計の一貫した手法は提案されていない。 
 
（２）復元力が歪に依存し、バイリニア型の
復元力を示す非線形粘弾性ダンパーと、その
時刻歴解析モデルが提案されているが、適用
範囲や精度について明らかでない。さらには、
粘弾性体の動的特性を高精度に再現できる
モデルがあっても、一般の解析プログラムに
は組み込まれていない。ある程度の精度をも
った、近似的な時刻歴解析手法も必要であっ
た。 
 
２．研究の目的 

本研究では、戸建住宅を体現する構造とし
て、スリップ型の復元力特性をもつモデルを
対象とする。そのモデルに対して粘弾性ダン
パーを適用する場合を対象とし、等価線形化
と線形応答スペクトル低減化に基づいた地
震応答評価法を提案し、合理的な制振設計手
法とすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 

３．１ 非線形粘弾性ダンパーを適用した引
張ブレース架構の動的強制加振実験、振動台
実験、および数値解析による実験の再現 
まず、一般的な鉄鋼系住宅で用いられる引

張ブレース架構を対象に行なった制振構造
の実験について検討した。適用したダンパー
は、振幅依存性のある、非線形粘弾性ダンパ
ーである。引張ブレース架構はブレースが降
伏するとスリップ型の履歴を描く。そこで引
張ブレースを粘弾性ダンパーブレースに置
換して、なおかつ、ダンパーを適用した制振
架構の等価剛性（最大変形とその時の層せん
断力から得られる割線剛性）が等しくなるよ
うに、制振架構を設計し、その有効性を実証
した。この実験では、制振架構がスリップ型
の履歴を描かないように設計を行なってお
り、言わば本研究の第一段階となる。 
動的強制加振実験では、制振架構にアクチ

ュエータによって強制的に動的な層間変形
を与えている。研究代表者の過去の実績によ
って、非線形粘弾性ダンパーの動的特性は高
精度に再現可能であるので、これに実験から
得られた架構と、その接合部の特性を組み合
わせ、これを簡易な 1質点系へと変換するこ
とを検討した。 
さらに振動台での地震応答実験の結果を、

前述の簡易な一質点系モデルを用いること
で再現可能であるかを検討した。 

 
３．２ スリップ型特性をもつ構造に粘性系
ダンパーを用いる場合の最大応答予測法の
提案 

次に、スリップ型履歴を示す一質点系を用
い、そこに粘性ダンパーを適用した制振構造
の最大応答（変位・層せん断力）予測法につ
いて提案をした。このモデルでは粘性ダンパ
ーを対象にしており、ダンパーは剛性をもた
ない。ただし、ダンパーが剛性をもつ場合は、
それが組み込まれる主架構に対して、その剛
性を考慮（つまり付加する）すればよい定式
化であり、粘弾性ダンパーの場合にも適用が
可能である。 
対象制振構造の定常応答時の履歴を、架構

の塑性率や粘性力による減衰定数をパラメ
ータにして、その等価剛性、等価減衰定数を
得て、線形応答スペクトルを利用して最大変
位、最大層せん断力を予測する。 
ただし、架構の復元力特性がスリップ型で

あるということは、地震応答中にその等価剛
性は基本的に変化しており、それを考慮する
ため、等価周期の変動範囲で、応答スペクト
ルを平均化する処理を行なう。 
本応答評価法の精度は、エネルギー一定則

や変位一定則との比較を行なった。 
 

３．３ 振幅依存性をもつ非線形粘弾性ダン
パーの等価線形化と制振構造設計法への応
用 
３．１および３．２にて、スリップ型の復

元力特性をもつ架構に対して、粘弾性ダンパ
ーによる効果を組み込んだ応答評価法（設計
法）が提示できるので、ここでは、非線形粘
弾性ダンパーを線形の粘弾性ダンパーに置
換して、設計を行うことの適用性について検
討を行なった。本研究での制振構造は、基本
的に住宅を想定しているが、高い適用性を示
すことを目的に、高次モードの影響がある 4, 
10,20層の主架構モデルを対象とした。 
非線形粘弾性ダンパーを適用する際、予測

する最大応答での等価剛性、等価粘性を用い
てダンパーを線形粘弾性に置換した。 
 
４．研究成果 
４．１ 非線形粘弾性ダンパーを適用した引
張ブレース架構の動的強制加振実験、振動台
実験、および数値解析による実験の再現 
引張ブレースをもつ軽量鉄骨耐震架構の

復元力特性上の弱点について示し、粘弾性ダ
ンパーを用いた制振架構への変更を行った。
それにあたっては、ダンパー固定の状態での
荷重変形関係を用いて制振架構を水平バネ
系に置換する手法を利用し、制振性能向上の
ために支持部材剛性を高めることが肝要で
あることを示した。 
粘弾性体にイソブチレン・スチレン系材料

を用い、目標性能に対する粘弾性体の厚さ、
せん断面積の決定法について述べた。この粘
弾性ダンパー制振架構と引張ブレース架構
に動的な層間変形を与える実験を行い、制振



架構が想定通りの最大せん断力を示し、なお
かつエネルギー吸収や変形追従性に優れる
ことを示した。 
さらに粘弾性ダンパー制振架構、引張ブレ

ース架構を組み合わせ3 種の1層試験体を製
作し、振動台実験を行い、地震応答性状につ
いて考察した。ここでも、制振架構は引張ブ
レース架構より優れた応答性状を示した。加
速度入力を大、小、大とした場合にも、安定
した性能であった。 
制振架構が弾性範囲にある場合の固有振

動数、減衰定数の計算方法を示し、ホワイト
ノイズ入力時の実験結果とよく一致するこ
とを示した。 
振動台実験試験体を水平バネ一質点系に

置換し、時刻歴応答解析を行い、実験の再現
精度について示した。制振架構試験体の精度
は引張ブレース架構よりも優れ、モデル化は
妥当と考えられる。架構の塑性化を抑えるこ
とが解析の精度向上の一因であり、これがひ
いては制振設計の精度を高める可能性があ
ることを述べた。 
 
４．２ スリップ型特性をもつ構造に粘性系
ダンパーを用いる場合の最大応答予測法の
提案 
スリップ型特性をもつ弾塑性架構と粘性

系ダンパーからなる構造を一質点系として
捉え、等価線形化と線形応答スペクトル低減
化に基づく地震応答予測法を提案した。また、
その精度を検証し、応答制御設計への適用も
示した。 
スリップ型弾塑性要素と粘性要素の一質

点並列系について、応答のランダム性やスリ
ップ型の複雑な履歴特性を考慮し、系の等価
周期・減衰定数を、各要素の諸元値の関数と
して定式化した。弾塑性要素については、初
期剛性、二次剛性比、降伏変形、降伏力、塑
性率、スリップ耐力比（弾性時とスリップ時
の履歴の交点での力と降伏力の比）が、粘性
要素については粘性係数が、それぞれの要素
の諸元となる。なお、粘性に替わり粘弾性の
要素を考慮する場合、その剛性を弾塑性要素
の方に加味して本理論を適用できる。 
上記の固有周期や減衰定数と線形応答ス

ペクトルを用い、時刻歴解析によらないシス
テム最大応答予測法を提案した。各要素諸元
値と地震波を広範に変えながら、系の時刻歴
応答解析を行い、本手法や多手法の予測値と
比べた結果、本手法が最も高い予測精度をも
つことがわかった。 
本予測法と、設計用の簡略な線形地震応答

スペクトルを用い、最大応答予測曲線を描く
ことができる。これにより疑似加速度、疑似
速度、変位応答スペクトル一定領域での応答
が可視化できるため、スリップ要素と粘性要
素の諸元値の効果が包括的に理解でき、応答

制御設計に有効な手段が構築できた。 
スリップ型の弾塑性要素が、いわゆる一般

的なバイリニア型の弾塑性要素よりエネル
ギー吸収量が少ないため変位が増すという
傾向を定量化できた。対比して、本来はバイ
リニア型弾塑性系を対象としたエネルギー
一定則をスリップ型にも用いた現行の設計
指針は、二次剛性比だけでなくスリップ耐力
比を考慮しないため本来の応答傾向を捉え
ておらず、ばらつきが大きい上にかなり安全
側となることがわかった。 
ちなみに提案した最大応答予測線図によ

れば、たとえば住宅などの短周期構造に対し
て適用される疑似加速度スペクトル一定領
域では、低い降伏力で最大変位は増えやすい。
これは最大応答評価式中に、最大変位/弾性
変位が等価周期の 2乗に比例して増加する項
があり、等価減衰の増加による変位減少に比
べてその影響が大きいためである。ちなみに
疑似速度一定、変位一定領域の場合の順に、
塑性化による変位増加傾向が無くなること
もわかった。 

 
４．３ 振幅依存性をもつ非線形粘弾性ダン
パーの等価線形化と制振構造設計法への応
用 
一質点系制振構造モデルを作成して、その

剛性や粘性、入力地震動をパラメトリックに
変化させた解析を行い、粘弾性体の振動数・
振幅依存性を精密に再現できるダンパー解
析モデルを適用した厳密モデルと、その最大
応答時の履歴に基づいてダンパーの等価剛
性・等価粘性を決定した近似モデルとで、両
者の最大変位、最大加速度がほぼ一致するこ
とを確認した。 
一質点制振構造モデルは、粘弾性体の最大

応答せん断歪を 10%rad～300%rad.とした場
合、その振幅依存性によって等価剛性と等価
減衰定数が最大で 2倍の変化を示す場合があ
る。これは、大きな地震入力を想定して設計
された制振構造が、相対的に小さい地震入力
の際に応答低減性能を向上することを端的
に示しており、実際に多質点モデルを用いて
も同様の傾向が見られることを示した。 
振幅依存性を示す非線形粘弾性ダンパー

制振構造を等価線形化するのに、最大応答時
のダンパー履歴に基づいて直接、粘弾性ダン
パーを線形ダンパー（Kelvin要素）に変換す
る手法を採用し、それを笠井らが提案した線
形粘弾性ダンパー制振構造の設計手法へ適
用した。計 12 種の多質点系制振構造を設計
し、4種の模擬地震波を用いて検証を行った。
これより、合理的なダンパー量決定手法とし
ての精度は、充分と考えられる結果が得られ
た。 
なお、提案手法による一連の設計過程は、

表計算ソフトによって作業が可能なため、制



振構造の初期設計が簡易に済み、さらに制振
構造の等価周期や等価減衰定数が与えられ
るので、設計者にとっては、その挙動を理解
するのに有用と考えられる。 
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